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ムーブメント

　第27回日本健康心理学会は、11月１日・２日の
両日沖縄での開催です。昨年の北の大地からいっ
きに南下、南の美

ち ゅ ら し ま う ち な ー

しい島沖縄（守礼の邦）での開
催になります。会場は、沖縄屈指のリゾート地に誘
致された沖縄科学技術大学院大学（OIST）です。
ニライカナイを遠くに望みながらの風光明媚で自
然環境豊かな、研究意欲を駆り立てられる環境
での大会です。
　しかしながら、その美ら島、長寿、癒しの島とし
て知られてきた沖縄県が、26ショック（沖縄県の
平均寿命と死亡状況男性１位から26位に転落、
2000年）、330ショック（女性１位から３位に転落、
男性30位、2010年）に代表されるように、沖縄の
健康長寿が揺らぎ始めて10年余が経過しました。
この間いろいろな努力がなされてきたにも関わら
ず、県民の健康状況に改善の兆しが認められてい
ないのが現状です。この健康状況の悪化や長寿
崩壊の危機は、単に健康レベルの問題に止まるこ
とではなく、観光資源としての健康・長寿ブランド
の崩壊を意味し、沖縄県の経済発展を圧迫する
重要な問題ともなっています。
　そのため沖縄県は知事を筆頭とした長寿世界
一復活に向けた21世紀におけるおきなわの行動
計画（アクションプラン）を策定し、県民一体の健
康づくり活動を進めているところです。沖縄21世
紀ビジョン基本計画における「健康行動実践モデ
ル実証事業（琉球大学ゆい健康プロジェクト）」
は、その一環としての研究・調査をも兼ねた健康

づくり事業が動き始めました（大会一日目シンポジ
ウム予定）。このような状況の中での、今回の第27
回日本健康心理学会の開催は、学会員のみでな
く沖縄県民にとっても非常に意義のある重要な大
会として位置づけられます。
　メインテーマである「長寿につながる健康心理
学」は、健康心理学の持つ行動科学的にアプロー
チする指向性と関連専門領域の諸科学と連携し
て、まさに「長寿」に迫ることが期待されています。
　沖縄は長年アジア・太平洋地域の軍事のキース
トーン（要石）としての役割を担わされてきた歴史
を持つ県でもあります。今回、健康心理学会を開
催する意義を、沖縄からアジア・太平洋地域へ「平
和・健康・長寿」を発信していく島（キーストーン）
として位置づけていく契機にしたいと考えていま
す。
　沖縄県民の健康行動を変えていく、国民の健
康に健康心理学が如何に貢献できるか、準備委
員会企画・研究企画委員会シンポジウム、特別講
演等、そして会員の研究発表を通して「長寿につ
ながる健康心理学」に迫り得れば幸いです。
　一日目の終わりには、昼間のアカデミックさか
ら一遍して、海辺テラスでのニライカナイ（東の海
の遥か彼方の聖なるところ）に沈む夕陽を眺めな
がらの懇親会で健康心理学、健康心理学会の発
展に向けて多いに語りあいましょう。
　多くの会員の参加を準備委員会一同心よりお
待ちしています。

日本健康心理学会第27回大会　準備委員長　琉球大学　金城昇

〜長寿につながる健康心理学〜
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１．薬物乱用に関する心理的要因
　薬物については、特別な人が乱用すると思われ
ていることは少なくない。しかし薬物を使用する
心理的要因として、好奇心、おもしろ半分、学校や
家庭がおもしろくないから、ダイエットのため、疲
れを癒すため、本などの情報で薬物のことを知っ
たからなどがある。またより根元的な心理として
は、自己不全感、自信のなさと依存傾向、自分の
意思を伝えられないなどもある。

２．健康心理学とヘルスプロモーション

　健康教育（健康学習を含む）では、よりよく生き
る技能であるライフスキル、すなわちセルフエス
ティームを根底とした目標設定スキル、意思決定
スキル、（自己主張的）コミュニケーションスキル、
ストレスマネジメントスキルを身に付け、予防的な
行動をとれるようにすることが目標である。また、
問題行動の背景には心の問題があるという認識
が広まってきている近年は、普通の人々 を対象とし
て心身の成長を目指す健康心理学的視点が必要
である。個人の持っているよい部分や能力を伸ば
すということはライフスキルの考え方と重なる部分
も多く、予防にもつながる。
　対策としては、ヘルスプロモーションの考え方
に基づいて個人の支援と社会における環境整備
を併せて進めていく必要がある。これは、個人の
行動変容を促し、集団や社会の改善を目指してい
く際に適用できるものである。概念的にだけでは
なく、ヘルスプロモーションの一手法であるプリ
シード・プロシードモデルに沿って、薬物使用の
行動に関わる心理的要因の説明がなされている。
すなわちプリシード・プロシードモデルの第４段
階「教育・組織診断」における、知識や態度、価値
観などの動機づけに関わる要因（準備要因）、誘
われたときの対処方法や意思決定、コミュニケー
ションスキルなど動機を行動へと結びつける要因

（実現要因）、友人・家族・教師の行動や態度、地

域や社会全体の雰囲気といった行動の継続に関
わる要因（強化要因）である。
　このように対象者がどの要因においてどのよう
な状態にあるかがわかれば、そこに向けたアプ
ローチをしていくことができる。これにより、一般
的な「危ない行動はやめよう」ではなく、例えば薬
物を使用するおそれのある子どもがいた場合、そ
れは知識不足からなのか、上手に断ることが難し
いからなのか、友人に実際に使っている者がいる
からなのかというように、より的確で有効な介入を
することができるようになる。

３．学校における薬物乱用防止プログラム

　文化学園大学（旧文化女子大学）現代文化学部
応用健康心理学科では、2003年から近隣の小中
学校で大学生による薬物乱用防止のためのセー
フティ教室の支援を行っている。2013年度まで、11
年間でのべ29校に実施し、対象は小学１年生から
中学２年生までの各学年（最も多いのは小学６年
生）で、受講者はのべ約2800名に上る。
　通常、学校における薬物乱用防止教室として
は、警察官や薬剤師による講義形式のものが多
いが、このプログラムでは大学生が数多く参加して
いることが特徴である。これは、教員も含めた大
人は親に近い世代であり、率直に話し合うという
意味では話しにくいのではないかということと、大
学生は小中学生に年齢が近く評価をしない立場
であることが理由である。
　次にプログラムの内容も大学生ができるだけ
小中学生に接することができるように考え、基本
の形式として１．全体でのビデオ視聴（あるいはグ
ループでの教材による学習）、２．グループに分か
れての話し合い、３．グループでのロールプレイと
した。したがって、１．でビデオを試聴する場合以
外はグループ内の進行は大学生に任されている。
なおこれは、健康教育の基本的モデルの一つで
あるKAPモデル、つまり知識（Knowledge）、態度

（Attitude）、実践（Practice）を応用したものになっ

文化学園大学現代文化学部応用健康心理科　杉田秀二郎

地域の小中学校における薬物乱用防止教室の実践
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ている。特にロールプレイでは、様々な断り方を
伝えることに加えて、誘う側の設定を見知らぬ大
人、部活動の先輩、同級生などと変えていき、それ
ぞれに対して全員が断る練習ができるようにして
いく。
　この中で、児童生徒のグループに、複数の大学
生がファシリテーターとして加わり、進行および
ロールプレイで誘う役を担当する。この進行にお
ける部分で鍵となるのは、大学生はカウンセリン
グの基本技能である傾聴、受容、共感を学んでい
ることである。いきなりダメと言うのではなく、興
味を持つ理由や背景を考えてコミュニケーション
を取ることで、相手を理解し、児童生徒も自身を
顧みることにつながると考えられる。
　またロールプレイは楽しみながら参加意欲を高
めることに利点があるが、本プログラムでは断るた
めの言い方だけではなく、自分（児童生徒）より背
の高い相手に声を掛けられたり距離を縮められ
たりしたときの感情や身体的経験を含むものであ
る。
　さらに誘いを断るロールプレイは、薬物に限ら
ず望まない行動を断るのにも役立つものである。
このようなスキルを身につけることは、思春期の子
どもたちにとって生涯にわたる健康の基礎を築く
上で大切である。

４．プログラムの有効性

　このプログラムの有効性については、次の研究
結果が示されている（Sugitu & Noguchi, 2010）。
薬物に関する知識の正解数は、実施後のほうが
統計的に有意に増加した。誘われた場合の断り
方について実施前と実施後の比較では、「理由を
はっきり言って断る」といった積極的な断り方は実
施後に有意に増加し、逆に「友だちから離れる」と
いった消極的な断り方は実施後に減少した。
　また肯定的な自己概念をどの程度有している
かを測定する自己肯定意識尺度の高低によって、
友人から薬物を誘われたときの行動が異なるか
否かを比較した。その結果、自己閉鎖性・人間不
信という下位尺度でのみ統計的に有意差が見ら
れ、友人から離れるという行動をとる人は他の行
動に比べて自己閉鎖性・人間不信という得点が高
いということがわかった。つまり、薬物乱用との直

接の関わりを示すものではないとしても、薬物を
誘われた場合に友人から離れるという行動自体
の是非は別として、コミュニケーションや関わりを
避ける傾向があると言えよう。

５．地域（団体）との連携

　前述の大学生による薬物乱用防止プログラム
は小中学校と大学との関係だけで成り立っている
わけではなく、両者を支え、両者をつなぐ地域の
団体とそのメンバーが存在する。それが、地域の
自主団体「こだいら子どもの健康づくり連絡会」
である。
　役割としては、市内における各学校での薬物乱
用防止教室の支援、イベントでの展示等による啓
発活動、講演などを含む年１回の「こだいら子ども
の健康づくり」の開催など、市内や地域での活動
が中心である。
　なおメンバーは連絡会としての活動だけでなく、
民生委員や青少年対策委員、PTA役員、学校経
営協力者などとしても学校や子どもたち、あるい
は保護者と関わっている。このように一人ひとりで
も活動しているメンバーが、地域の団体としても役
割を担い、連携していると言うことができる。

６．ヘルスプロモーションにおける 
　　「地域活動の強化」の視点から

　薬物乱用防止教育を行う際、学校の教員によ
る授業だけでは不充分かもしれない。そこで専門
家による薬物乱用防止教室の必要性が言われて
いるが、実施している学校は全国の60%前後であ
る。
　この現状に対して、大学生による薬物乱用防止
教室の支援が有効ではないかと考える。大学生
は専門家ではないが、大学教員の指導の元、大人
と小中学生をつなぐ役割が期待される。また大学
生による支援の背景には、本事例では地域の婦人
を中心とした自主組織が積極的に小中学校長に
働きかけているという活動がある。このことによっ
て地域の中で大学・大学生と小中学校とが結びつ
けられるとともに、地域全体として薬物乱用をさ
せない・許さないという環境を形成するのに有効
であると考えられる。
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桜美林大学　宮村りさ子

健康心理学的アプローチによる児童虐待の
減少と防止への取り組み

１．児童虐待の背景
　児童虐待の事件や児童虐待に関するニュー
スを見聞きすることが依然として多く、その度に
居た堪れない気持ちになる。
　全国の児童虐待相談の年間対応件数は、統
計を取り始めた1990（平成２）年はわずか１千人
であったが、それ以降年々増加している。1999
（平成11）年に１万人を超えて以降、さらに増加し
続け、2004（平成16）年に３万人を超え、2012（平
成24）年においては６万人を超えた。
　児童虐待の背景には、養育者の要因として性
格、離婚、未婚の母親の心理社会的な問題、育
児不安や育児ストレスなど、子どもの要因として
発達や健康上の問題などである。さらには、児
童虐待と躾との区別の曖昧さ、児童虐待の定義
や児童虐待に関する法律で示されている国民
が担う義務事項が国民一般に浸透していないこ
となどである。それらの理由から、救うことがで
きたであろう児童虐待が見過ごされ、乳幼児や
児童が死に至ったケースは少なくない。

２．児童虐待の定義
　児童虐待は、身体的虐待、性的虐待、ネグレ
クト、心理的虐待の４種類に分類される。身体
的虐待とは、児童の身体に外傷が生じるおそれ
のある暴行を加えることなどである。性的虐待
とは、児童にわいせつな行為をさせることなどで
ある。ネグレクトとは、子どもの健康・安全への
配慮を怠る行為である。例えば、家の中に閉じ
込めたり、重大な病気になっても病院に連れて
行かない、食事を与えず、不潔な服装のまま放置
するなどである。心理的虐待とは、児童に対して
著しい心理的外傷を与えるような暴言や拒絶的
な反応、子どもの目の前で配偶者に暴力を振う、
他のきょうだいと著しく差別的な扱いをすること
などである。保護者（親権を行う者、未成年後
見人、その他の者で児童を監護する者）が児童

に対して、４種類のいずれかに該当する行為をし
た場合に、児童虐待とみなされる。日本子ども
虐待防止学会の小林美智子によると、虐待の定
義は、子ども側の定義であるため、親が良かれと
思って行った言動が子どもにとって有害な言動
であると受け止められれば虐待になる。

３．児童虐待の通告増加の経緯
　児童虐待が社会的問題になったきっかけは、
1970年代に起きた子育て不安による「コイン
ロッカーベビー事件」であった。当時は、死亡に
つながる事例だけが児童虐待とみなされてい
た。周りの他人が家庭内の子育てに口をはさむ
べきではないという日本における昔からの価値
観があった（滝沢・大川、2011）ため、家庭内の
児童虐待の状況は把握されなかった。しかし、
1990年代に、児童相談所が家庭内の児童虐待
に介入したことにより、家庭内にも深刻なケース
があることが認識されるようになった。
　2000（平成12）年に制定された「児童虐待の
防止等に関する法律（以下、児童虐待防止法）」
には、児童虐待の定義、国民の通告義務などが
明記されたため、国民の認識が高くなり、それ以
降、通告件数は急増している。
　2004（平成16）年に通告義務の対象を「児童
虐待を受けたと思われる児童」に改正したこと
で、住民などからの早期の通告により速やかに

▲児童虐待防止研究部会キックミーティング　グループディスカッション
の発表の様子
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対応できるようになった。しかし、虐待であると
いう確実な証拠が見つからなかったために通告
できなかった事例も多い。

４．ソーシャルサポートによる児童虐待の減
少と防止の効果

　中村（2014）によると、Benesse次世代育成研
究所の調査（2011）では、「子どもがわずらわしく
て、いらいらしてしまう」と回答した母親は全体
の約56％であることから、多くの母親は子育て
に対する否定的感情を日常的に持っているもの
の、育児ノイローゼや児童虐待などの深刻な心
理状況に陥ることなく子育てをしている。フォー
マルなサポートだけでなく、インフォーマルなサ
ポートも母親の否定的感情を軽減することが
できる。しかし、サポートを享受することができ
る母親だけでなく、ソーシャルサポートを求め
なかったり、求めることができない母親（中村、
2014）に対して支援する必要がある。

５．日本健康心理学会児童虐待防止研究部
会の研究報告と研究方針

　児童虐待防止への取り組みは全国の各自治
体などで行われているが、児童虐待の相談対応
件数は年々増加しており、早急に取り組むべき
社会的な問題である。しかしながら、児童相談
所や行政機関だけでは、児童虐待の減少と防
止への取り組みは難しいと考えられる。今後は、
友人など身近な人たちや近隣住民といったイン
フォーマルなサポートによる児童虐待の減少と
防止の効果を期待せざるを得ないだろう。
　「虐待認知」とは、ある人がある行為を、虐待
をみなすかどうかという認知を意味する（中嶋、
2005）。虐待認知や対処行動には、個人または
地域によって違いがあると考えられる。そこで、
児童虐待防止研究部会では、これらの違いを検
討することを通じて、児童虐待の減少と防止の
ための虐待認知や対処行動を明らかにし、児童
虐待の減少と防止に結びつくガイドラインやプ
ログラムを作成し、対人援助職者、民生委員、地
域住民、大学生や高校生などを対象に啓発活動
を行うことを目的とする。
　まずは、日本健康心理学会の会員と本研究部

会のメンバーからの紹介者を対象に、2013年５
月に都内私立大学にてキックオフミーティング
を行った。参加者は13名（M=47.46、SD=22.9）
だった。児童虐待防止に関する講演とグループ
ディスカッションによる児童虐待認知の変化を
検証することを目的として、キックオフミーティン
グ開始前と開始後に虐待認知に関する調査を
行った。虐待認知（中島、2005）尺度は、高橋ら
（1996）の虐待認知の尺度を参考に作成され、４
因子「身体的虐待」「ネグレクト」「性的虐待」「心
理的虐待」、43項目から構成され、５段階で評
価した。
　児童養護施設長、公立小学校教頭、市役所
児童虐待担当職員が各20分間講演をした後、
３グループに分かれてのグループディスカッショ
ンでは、地域住民が出会う児童虐待を心配する
２場面を設定し、それらの場面において、児童
虐待防止の観点から「自分にできることは何か」
「自分にやれそうなことは何か」について、付箋に
意見を書き出し、KJ法でまとめてグループごとに
発表してもらった。
　その結果、「性的虐待」と「心理的虐待」にお
ける虐待認知は変化した。「性的虐待」と「心理
的虐待」は、有意差が認められたが、「身体的虐
待」と「ネグレクト」は、有意差は認められなかっ
た。「身体的虐待」と「ネグレクト」は、2010年の
児童相談所における子どもの虐待対応件数の
約70％を占めていることから、「身体的虐待」と
「ネグレクト」は、周知されていると考えられる。
一方、「性的虐待」と「心理的虐待」の虐待対応
件数は、約30％であった。「性的虐待」と「心理
的虐待」の定義は個人の解釈にゆだねられてい
る部分が多くあり、見分けがつきにくいことから、
虐待認知の変化が生じやすいと考えらえる。
　今後は、児童虐待に直接関わらない対人援助
職者、民生委員、地域住民、中高生や大学生な
どを対象に虐待認知と対処行動を調査し、児童
虐待の減少と防止に対する健康心理学的アプ
ローチによる取り組みや啓発活動を行う。また、
養育者を対象に援助要請行動と子育て不安とス
トレスを調査し、子育てによる養育者の孤立や
不安の解消に働きかけることで、児童虐待の減
少と防止に取り組む予定である。
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  フ ロ ン ト ラ イ ン

　「自分は生きていてもいいと思えますか？　ど
ういったところから、そう思えますか？」。健康心理
学研究Vol.26に掲載された論文「日本人大学生に
おける自尊感情の源泉—随伴性と充足感を考慮
した自尊源尺度の作成—」では、この問いを日本
人大学生に尋ねた場合に、どのような答えが返っ
てくるのだろうかという疑問から出発しました。
　自尊感情や自己価値感は、自分自身に対する
肯定的な感情や評価として定義されています。こ
れまでに多くの研究が、自尊感情が高いことは心
理的健康や適応にとって重要であるという知見を
報告しています。本屋の心理学コーナーに行くと、
“自己評価を高める方法”といった本がたくさん並
んでいます。
　しかし、本研究を実施していた当時から、人格
社会心理学の領域ではそうした単純な理解に疑
問の声が出されていました。ひとくちに自尊感情と
言っても、優越感や自己愛のように、他者を排斥
するかたちでの自尊感情があるかもしれません。
自尊感情の高低を単純に議論するよりも、人間の
自尊感情はどのように支えられ、維持されている
のかを理解することが重要だと考えられます。
　そこで筆者らは、個々人によって自尊感情の源
になる物事は異なるという仮説に基づき、自尊感
情の源となる領域を特定する『自尊原尺度』を開
発することにしました。ある人は外見の美しさが自
尊感情の源になるでしょうし、他の人では家族に
認められることが源になるかもしれません。こうし
た個人差を捉えたいと考えたわけです。
　本研究では総勢923名の大学生に協力してい
ただき、研究1では２回の予備調査と本調査を通
して自尊原尺度項目を作成し、研究2においてそ
の構成概念妥当性を検討しました。結果、17の下
位尺度を有する自尊源尺度が開発されました。こ
の尺度では、随伴性（その領域が自尊感情にどれ
だけ関わるか）と充足感（その領域でどれだけ満
足しているか）を測定します。
　17の自尊源は対人関係、個人特長、生き方とい

う領域に分けられました。対人関係としては、家
族・友人・恋人とのつながり、社会的な評価、他者
から受容、対人調和スキル、意思表出スキルが含
まれました。個人特長としては、まじめさ、やさし
さ、外見、知性、運動能力、芸術的感性が含まれ
ました。生き方には、打ち込む活動、将来の目標、
成長への努力、過去の頑張りが含まれました。
　心理臨床の場面では、単純に自尊感情が高い
低いということではなく、目の前のクライエントが、
どのような物事を自尊感情の源としているかを理
解することが重要です。例えば、うつ病エピソード
の診断基準のひとつには、無価値感があります。
この無価値感は広汎で、あいまいであるという特
徴を持ちます。うつ病に対する認知療法では、そ
うした無価値感が現実の根拠あるものかを具体
的に丁寧に見ていきます。本尺度に回答すること
でも、自己価値感についての具体的な理解が得ら
れると期待されます。
　近年の研究では、知性や運動能力といった他
者との比較で得られる外的な自尊源に自尊感情
を随伴させることは抑うつや不安につながる可能
性が示唆されています。そのようなクライエントが
いる場合には、成長への努力や打ち込む活動と
いった、内的な自尊源から自尊感情を得られるよ
う支援することも重要になると考えられます。本尺
度が、研究や臨床の様々な場面で利用されること
を願っています。

国立精神・神経医療研究センター認知行動療法センター　伊藤正哉

自尊感情の源泉を見つめる心理臨床支援
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  健 康 心 理 士 の フ ィ ー ル ド

　私は大学院を修了後に、医療・福祉系の派遣
会社に入社致しました。現在は特別養護老人ホー
ムに出向し、介護の現場で働いております。
　さて、介護というと心理学と関係ないのではな
いかと思われるのではないでしょうか。確かに業
務の面に関して、直接的に心理学の知識を使うこ
とは多くはありません。しかし、自分自身の精神面
のケアを始め、健康に仕事をするためのマネジメ
ントとして考えれば、心理学は介護にも非常に有
効に用いることができます。
　介護はとても奥深く、やりがいを感じることので
きる仕事です。ですが、その実情としては、決して
楽ではありません。世論としても、介護は３K（「キ
ツい」「汚い」「危険」（または「高離職率」「給料が
安い」等））と呼ばれることもあるように、なかなか
いいイメージは持たれていないと思われます。
　介護職の多く人がストレスに感じていることの
一つに、職場の人間関係が挙げられます。介護と
いう専門職は特殊です。高齢者ひとりひとりに個
性があるため、ケアとしての方向性はありますが、
ケアに唯一絶対の正解がないものです。そのた
め、時には個 の々主張がぶつかり合うことも少なく
ありません。そのような中、職員間で良好な関係
を築くために、上手く緩衝材となり、立ち振舞って
いくスキルが必要であるように思います。しかし、
そういった環境に上手く適応できず、ストレスを感
じ、溜め込みながら仕事をしている人も多いのが
現状です。
　もう一点挙げますと、施設の形態によっては業
務に追われ、高齢者の方と満足いくコミュニケー
ションをとることが難しい施設もあります。その
ため、自分の求めている介護の理想と、現実の
ギャップにうんざりし、それが大きなストレスとな
る場合もあります。
　また、仕事としての介護以外の側面から見ると、
在宅で家族を介護する場合も大きな負担がかか
ります。施設職員として介護に携わる場合は、自
分で選択したことです。しかし在宅で介護に当た

る場合必ずしもそうではありません。加えて相手
が大切な人であれば、投げ出すこともできません。
そのような環境の中、介護者への精神的負担か
ら、被介護者へ虐待が行われてしまうことも現実
として起きています。
　ここまで述べたように、介護に携わる人は少な
からずストレスを抱えています。介護という専門職
種の中で、施設職員や在宅介護者が健康に、より
生き生きと介護をできるようになれば良いと切に
願っています。そのために自分に何ができるのか
を考え、現在はまず自分の出来るところから、外
部研修を受けてセルフマネジメントの方法につい
て学び、同僚に情報をシェアしたり、会社において
メンタルヘルスに関する研修の実施準備を行った
りしています。
　社会が高齢化していくにつれ、介護の担い手も
必然的に増加していきます。したがって、介護者
の心の健康に対するニーズも今後ますます高まっ
ていくことが考えられます。健康心理士として、高
齢化社会に対してどのように貢献できるのかを考
え、その一助となるように日々仕事に励んでいま
す。

セントスタッフ株式会社

増渕利弘

介護における心のマネジメント

▲	会社運営の自社施設での一面

▲	京都大学医学部付属病院の禁煙外来にて禁煙に有効な対処法を説明す
る様子
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新入会員の募集　─多くの方にお勧めください─

　日本健康心理学会は、現在約2,100名の会員で構成され、毎月さまざまな方から入会
のお申し込みをいただいております。本学会は、専門の研究者─心理学、医学、教育学、
社会福祉学、看護学、栄養学、体育学、公衆衛生学、生物学などの領域─はもちろん、
健康心理学、すなわち心と体の健康問題に関係のある仕事をしている方々でも入会でき
ます。企業や小中高校の先生方も入会しておられます。
　入会されますと、年次大会（年一回）、セミナー、研究集会への参加ができ、ニューズレ
ター「ヘルス・サイコロジスト」および学会機関誌「健康心理学研究」が送付されます。「健
康心理学研究」は電子版も閲覧できます。入会金3、000円、年会費7、000円です。
　入会ご希望の方には、左記ホームページへのアクセスをお勧めください。
【機関誌の原稿募集中】
	「健康心理学研究」の原稿（和文・英文）を随時募集しています。左記住所「日本健康心
理学会本部事務局機関誌編集委員会」担当・高橋尚子までご送付ください。

発行 2014年7月31日
編集・発行 日本健康心理学会
本部事務局 日本健康心理学会本部事務局

〒169─0801
東京都新宿区山吹町358─5
アカデミーセンター

TEL 03─5389─3025
FAX 03─3368─2822

ホームページ http://jahp.wdc-jp.com/
製作 ダイヤモンド社

　大会まで残すところ約２ヶ月となりました。私た
ち準備委員会も徐 に々気合いが高まっているとこ
ろです。さて会員の皆様におかれましては、今年
の大会への参加について、まだ悩まれている方も
多数いるかと存じます。この紙面上にてあらため
て参加のお願いを申し上げたいと思います。
　私たちは、これまで沖縄で開催されてきた学会
と比べ、できるだけ趣向を凝らしたものにするため
に、沖縄県の推進するMICE（Meeting・Incentive 
travel・Convention・Exhibition/Event）事業の活
用、ならびに我が国の代表的な研究機関ともい
える沖縄科学技術大学院大学（OIST）とのコラボ
レーションを通して健康心理学の更なる拡がりを
目指した大会にするべく準備をしてまいりました。
したがって、従来沖縄で開催される学会とは異な
り参加者の皆様には、交通の利便性のよい那覇
市等ではなく、沖縄を代表する本島西海岸のリ
ゾート地域へご足労いただくこととなりました。私
の個人的な意見ですが、潤沢な予算や一般的大
学との研究環境の違いなどOISTへの羨望を感じ
ることは言うまでもありませんが、私たち研究者の
想像力や豊かな感性を喚起させる必要条件は何
かについて考える上で、今大会会場は違う刺激を
受ける場になると考えています。
　これまでの学会とは違う雰囲気の中でエネル

ギッシュな意見交換をしていただく一方、日々の
疲れを解放し、リラックスする中から明日への英
気を養う学会にしていただければと願っています。
したがって、参加者の皆様には可能な限り準備委
員会が指定する「リザンシーパークホテル谷茶ベ
イ（OISTから最も近いリゾートホテル）」へご宿泊
いただければと考えております。大会期間が３連
休とも重なるため、航空券の予約等早めの手続き
をお願いいたします。また今大会では、空港⇔ホ
テル、ホテル⇔OISTについての無料バスの運行を
する予定です。詳しくは学会ホームページをご参
照ください。
　オークヌグスーヨー、ウチナーンカイ、イラシ
ティ、クィミソーレー（沖縄方言より：多くの会員の
皆様が沖縄へ来てくれること、心よりお待ちしてお
ります）。

日本健康心理学会
第27回	沖縄大会

準備委員会	事務局長

宮城政也（琉球大学）

大会アナウンス

ぜひとも第27回沖縄大会へ


